
第２章 秋田市商業の方向性   

１．商業振興の基本的な考え方 
(1) 秋田市商業の課題整理 

① 旧ビジョンの果たした役割と課題 

1) 概要 

平成 7 年 3 月に策定した「秋田市中小小売商業活性化ビジョン」は、旧通産省

中小企業庁が平成６年度から実施した「地域中小小売商業活性化ビジョン策定事

業」の補助を受け、平成７年度から平成 16 年度までの 10 年間を計画期間として、

小売業の商店街が 10 年後を見据えたハード・ソフト両面での具体的な活性化・整

備計画を策定したものです。 

 

2) 計画期間での商店街関係事業 

平成７年度から平成 16 年度までの 10 年間に、商店街などで実施した事業は、

次のとおりです。 

 

ｱ 商店街関係 
図 2-1-1 ソフト系事業 

年度 事業名 内容
延団
体数
事業数

市補助金額
(円)

備考

H7～10 中小商業活性化事業 イベント実施 5 4 4,367,000
県補助事業に対す
る上乗せ補助

H7～10
一般商店街活性化事
業、中心商店街活性
化事業

集客力のある個別イベントの
実施

58 69 23,238,000

H11～13 商店街イベント事業
集客力のある個別イベントの
実施

70 78 25,463,000

H14～ 商店街ソフト事業 各種ソフト事業の実施 69 84 20,154,000

H7～11
中小小売商業活性化
ﾋﾞｼﾞｮﾝ推進事業

各商店街の活性化計画に基づ
いたCI事業の実施

5 6 1,465,000

H12～ 商店街ＣＩ事業
商店街の個性や特徴づくりを
行うCI事業の実施

21 21 3,683,000

H10～
商店街空き店舗対策
事業

各商店街が策定した商業活力
再生計画に基づく不足業種等
の入居促進や利活用

29 29 37,301,000

H13
商店街賑わいづくり
モデル事業

地域交流の場や集客事業の実
施など

7 3 14,999,000

※H10～H15まで
は、秋田パティオ
(協)の実施事業を
含む

 

図 2-1-2 事業資金の調達 

年度 事業名 内容
延団
体数
事業数

貸付利用額
(円)

備考

H7～16
商店街ソフト事業費
貸付事業

商店街が事業実施する際に
「つなぎ資金」として無利
子で一時貸付が受けられる

39 39 45,800,000
※H17～商店街振興
資金貸付事業(対象
事業拡大）
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 図 2-1-3 ハード系事業（秋田市民市場、大町パティオ含む） 

年度 事業名 内容
延団
体数
事業数

市補助金額
(円)

備考

H7～16 共同施設設置事業
街路灯などの公共性の高い
共同施設の整備

21 24 68,826,000

街路灯379本、ｶﾗｰ舗
装3個所、ｱｰｹｰﾄﾞ・
駐車場自動化・駐車
場整備各1個所な
ど、※秋田市民市場
(協),秋田パティオ
(協)の実施事業を含
む

H7～16
商店街街路灯等電気
料補助事業

商店街が設置した街路灯等
の電気料

249 249 39,101,045
街路灯1,296本(H16
現在)  

 
ｲ 秋田市商店街連盟関係 
図 2-1-4 

年度 事業名 内容 事業数
市補助金額
(円)

備考

H7 中小商業活性化事業 イベント 1 800,000

H10
一般商店街活性化事
業、中心商店街活性
化事業

地域振興券ワクワクセール 2 1,010,000

 

 
ｳ あきた共通商品券協同組合関係 
図 2-1-5 

年度 事業名 内容 事業数
市補助金額
(円)

備考

H7～9 商店街活性化事業
多機能カード設計、ポイント
セール、サンデーマーケット

3 3,559,000

H10 中小商業活性化事業インターネット事業 1 2,000,000

H16 共同施設設置事業
ほっぺちゃんカードシステム
拡充事業

1 269,000

 
注：あきた共通商品券協同組合は、平成 6年に秋田市商店街連盟の加盟店を母体として設立され、共通商品

券やポイントカード事業を実施、現在の活動範囲は全県に及んでいます。 

 

3) 事業効果と検証 
各商店街では、それぞれの商店街の活性化・整備計画に基づき、商店街街路灯

やアーケード、カラー舗装や共同駐車場などの環境整備を行い、消費者（市民）

の利便性の向上を図るとともに、各種イベントや商店街ＣＩ事業などの様々な

事業を実施し、各商店街の活性化に取り組み、市はこれらの事業に対して支援

を実施してきました。 

平成 18 年４月現在、秋田市商店街連盟に加盟している商店街数は 35、会員数

1,577 となっていますが、旧ビジョンで商店街の活性化・整備計画を作成した商

店街は 27、そのうち、現在も存続している商店街は 25、商店街連盟を脱退した

商店街は 2 となっています。25 商店街の会員数は、策定時の 1,305 から 1,204

と 7.7％の減少となっています。 
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商業統計調査の平成 6 年と平成 16 年を比較すると、秋田市全体の小売店数は

15.2％減少しています。商店街が形成されている地区は、中央地域(20.8％減)

が多いことなどを考えると、商店街の取り組みが一定の効果を果たしてきたと考

えられますが、商店街全体では衰退傾向にあります。 

 

図 2-1-6 25 商店街の組合員数の推移   

策定時
(H6年)

H17.4.1 増減 増減率

25商店街の組合
員数

1,305 1,204 -101 -7.7%  

                             出典：秋田市商業観光課調べ 

図 2-1-7 小売店数の推移 

H6年 H16年 増減 増減率

中央地域 1,974 1,563 -411 -20.8%

東部地域 454 411 -43 -9.5%

西部地域 275 221 -54 -19.6%

南部地域 393 413 20 5.1%

北部地域 852 738 -114 -13.4%

計 3,948 3,346 -602 -15.2%  

                             出典：秋田市 商業統計調査 

また、商店街の個別計画については、10 年という長い間に、計画策定時には

予想できなかった社会環境や立地環境などの急激な変化があり、計画した事業を

延期あるいは断念したものもあります。各商店街では、当初策定した個別計画の

定期的な見直しを行ってきませんでした。そのため、商店街の取り組みは、長期

的な視点ではなく、どちらかというと短期的な事業の取り組みが多かったと言わ

ざるを得ません。 

 

4)新たなビジョンへの課題 

人口減少などの社会環境の変化や都市間競争の激化は生じているものの、現在、

隣接市町村などに大型ＳＣや競合する商業都市が存在しないことから、秋田市の

商業は、既存の商業エリアは衰退傾向にあっても、新たに増加している多様な商

業施設が市全体の商業力を高め、市外からの買物客の流入増加に寄与し、全体と

しては全県シェアを維持しているものと考えられます。 

また、秋田市の業種別従業者数の割合は、卸売業9.0％、小売業16.0％、飲食

業6.6％、サービス業32.6％などで、第３次産業の従業者数は、全体の約４分の

３を占め、特にサービス業の従業員数が年々増加し、秋田市の雇用の中心となっ

ており、専門的なサービス業も集積しています。また、飲食業は全県の従業員数

の41.4％を占めています。 

こうしたことから、新たな商業ビジョンでは、小売業に限定せず、サービス業

や飲食店を含めた広義の商業者を対象として、個店の方向性についても検討する

必要があります。また、商店街については、小売業中心の商店街だけでなく、東
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北有数の飲食店街である「川反」エリアについても方向性を検討し、秋田市商業

全体の魅力向上を検討する必要があります。 

 

5)支援施策の再構築 

秋田市の商店街関係の支援施策については、これまで、ソフト系事業としては、

平成 10 年度に商店街空き店舗対策事業を創設し、商店街が実施する不足業種の

誘致や自らの活用などの自主的な取り組みに対し、支援しています。また、継

続的な商店街の競争力強化を促進するため、平成 14 年度からは、一時的なイベ

ントに対する支援からソフト事業全般に対象を拡大し、市が推奨する特別事業

についての重点支援を進めており、商店街ホームページの構築(H17)や商店街の

「地域の憩いの場づくり」(H18)など新たな取り組みも始まっています。 

また、街路灯などのハード系事業については、商業地から住宅地などに変化し

ている場所があるなど、将来を見越した整備、維持管理が必要となってきてい

ます。今後もこうした環境変化に対応して、積極的にがんばる商店街の取り組

みを促進するため、商店街個別計画を含めた新たなビジョンの策定などを通じ

て、より効果的な支援施策に再構築していく必要があります。 

 

②外部環境面(取り巻く環境)の課題 

秋田県の人口は全国で最も減少が進んでおり、秋田市の人口も減少傾向にあります。

秋田県内では、大規模な商業施設が増加しており、秋田市の隣接市町村でも商業施設

が増加しています。このため、人口減少に伴うマーケットの縮小と都市間競争ともい

えるパイの奪い合いがさらに激化することが予想されます。新たな商業施設ができた

市町村では、秋田市に行かなくても地元で買い物を済ませることが可能となり、逆に

秋田市の買物客が市外に流出する懸念もあります。 
近年の消費者は、個々の嗜好やライフスタイルに応じて、商品・サービスに対する

価値観が多様化し、全体的には、物からサービスの消費へと変化する中、消費が低迷

し、物価も低下(デフレ)しています。 
また、高速交通網の整備が進み、仙台や東京などへの時間距離が短縮するなど、行

動範囲が広域化しており、市外での消費機会が増加しています。 
商品等の購入は、現在でも店頭販売が中心ですが、通販やテレビショッピング、イ

ンターネットなどの普及により、全国から様々な商品情報の入手や購入が可能となり、

商品購入の選択肢が広がっています。低価格で購入できるなどの価格面での優位性や

わざわざ買い物に出かけなくても良いなどの利便性の高さなどにより、利用が増加し

ており、市外への消費の流出を助長しています。また、インターネットを利用した企

業間の電子商取引市場が急速に拡大し、全国区での仕入・販売が可能となっています。

こうしたことから、秋田市の商業は、地域内の限定的な都市間競争だけでなく、市外、

県外、全国といったボーダレス化が進んだ競争環境にもあることを認識する必要があ

ります。         
秋田市商業は、個々の消費者の様々な生活シーンでのニーズの多様化の中で、
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ファミリー層や高齢者などへの「利便性」や「安全性」を提供するとともに、「選

択性」や「アミューズメント性」などの魅力向上にも努め、多種多様な業種・業

態の集積の形成を図り、広域からの集客力の向上や、インターネットなどを活用

した新たなマーケットの開拓なども進めるなど、人口減少による影響を軽減し、

消費者(顧客)にとって選択性の高い魅力ある商業都市としての機能を強化してい

く必要があります。 

 

③内部環境面の課題 
秋田市の商業立地は、時代背景や都市構造の変化に伴い、中心地が変遷するとともに、

住宅の郊外化に伴い、市街地全域へ分散化する傾向にあり、既存エリアでは集積度

が低下しています。また、消費者意識としては、大型店への志向が高く、既存商

店街に対しては、品揃えや品質、サービスなどの不足を指摘しています。特に冬

期間には積雪もあり、ワンストップ性の高い快適な買い物場所への志向が強まり、

商店街などは商業活動が停滞しています。商店主の高齢化や後継者不足が進んで

おり、後継者を育成するためには、その商い自体を魅力的なものにしなければな

りません。停滞や衰退している店の多くは、小規模な零細店が多く、従来型の業

種店を維持するだけでは、消費者ニーズの変化やマーケットの縮小に対応するこ

とは困難です。例えば、コンビニエンスストアでは、焼きたてパンや生鮮野菜の

販売、高齢者・女性向けの店舗開発も進んでおり、大手食料品スーパーなどでは、

ネット注文や宅配などのサービス展開も始まるなど、消費者ニーズの変化や地域

ニーズに敏感に反応し、競合他店と差別化した消費者の利便性向上に努めていま

す。 

人口減少に伴い、地域の商店街では商店数も減少することが予想され、地域に

よっては、日常生活に関連した食料品や日用品、サービスを扱う身近な店が無く

なる可能性もあることから、単身世帯や高齢者だけの世帯などの遠くまで買い物

に行けない市民の日常の買い物などに不自由が生じる恐れがあります。また、労

働力人口の減少に伴い、高齢者や女性などの活用や働き方が多様化するとともに、

家事、育児、介護などの生活支援サービスの需要が高まることも想定されます。

商業者は地域の買い物などの利便性や新たな消費者ニーズに積極的に対応する必

要があります。また、商業活動の新たな担い手としては、後継者や事業承継者だ

けではなく、たとえば、団塊世代などの経験や趣味嗜好を活かした新たな経済活

動も期待されます。 

また、商店街が集積としてのメリットを発揮するためには、その構成要素であ

る個々の店舗が魅力的であることが前提条件であり、商店街は競争力のある個店

の集合体として、他の商業施設にはない立地特性や地域の特色を活かしつつ、地

域コミュニティと連携し、地域ニーズに積極的に対応して、「安全性」「利便性」

「選択性」「コミュニティ性」などの機能強化を図り、消費者の支持を高める必

要があります。 
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④ まとめ 
秋田市商業の取り巻く環境や現状分析などに基づき、内部環境である「強み」「弱み」

や外部環境である「機会」「脅威」などの課題を整理します。 

図 2-1-8 SWOT分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１． 取り

(1) 社

(2) 社

(3) 産

(4) 消

第１章 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

今後の

「

・
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・
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「
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・

・
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秋田市商業の現状 
２．現状分析 
(1) 小売業の状況 

(2) 卸売業の状況 

(3) 飲食店・サービス業の状況 

(4) 商業集積の状況 

(5) 商店街の状況 

巻く環境 

会環境の変化 

会基盤の変化 

業構造の変化 

費構造の変化 

課題の明確化 

機会」Opportunities 

 高速交通網の利用により広域からの

買物客の吸引が可能 

 高齢者の増加に伴うマーケットの拡

大 

 インターネット等での取引の拡大 

 消費者ニーズの変化と新たなマーケ

ットの創出 

脅威」Threats 

 人口減少による消費の減少 

 周辺市町村での商業施設の立地によ

る買物客の減少(都市間競争) 

 高速交通網の利用などによる市外で

の消費機会の増加 

 インターネット利用など消費の流出 

「弱み」Weaknesses 

・ 個店の消費者ニーズへの対応の遅れ、

ミスマッチ 

・ 経営者の高齢化や後継者不足 

・ 最寄品などの身近な店舗の減少 

・ 人口と店舗立地の分散化 

・ 冬期間の商業活動の停滞 

「強み」Strengths 

・ 空港、港、高速道、秋田新幹線などの

交通ターミナルや宿泊施設 

・ 県内随一の多様な商業集積 

・ 飲食業やサービス業の高い集積度 

・ 魅力的な新しい業種や業態の出現 

外部環境要因 内部環境要因 

63



環境変化への対応など秋田市商業の課題を整理します。 

 

図 2-1-9 環境変化への対応 

③ 産業構造 

・ 経済のソフト化、個人向けサービス需要 

・ 生産年齢層の減少による就業者数の減少 

・ マーケットの縮小と事業所数の減少 
・ 新たなビジネス分野の出現 
④消費構造 

・ 価値観の多様化（利便性、高級化と低価格

化、安全性、こだわり、高齢者ニーズの増

加など） 

・ 消費方法の多様化（インターネット等の利

用の増加、市外での消費機会の増加など） 

・ 余暇関連需要の増加 

・ 消費者間流通や消費者の情報発信の増加 

①社会環境 

・ 経済活動のグローバル化、規制緩和 

・ 情報化の進展とインターネット等の利用

の増加 

・ 人口減少社会とライフスタイルの変化 

・ 循環型社会への移行(環境、リサイクルな

ど) 

② 社会基盤 

・ 交通アクセスの向上と移動の広域化 

・ 空地や空家などの社会ストックの増加 

・ 高齢化社会に対応したまちづくり 

 

環境変化への対応  
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個店 
・ 消費者の価値観の多様化への対応 

・ 新たな商品・サービスの提供 

・ 他店との差別化や個性のある魅力の向上、

新たな業種や業態への転換 

・ IT 化の推進とインターネット等による販

路拡大や新たなマーケットへの対応 

・ 顧客満足度の向上 

・ 後継者など担い手の育成 

商業集積 

＜広域性＞ 

・ 大都市の流行品などへの即応 

・ 娯楽・アミューズメントなどの楽しさ 

＜地域性＞ 

・ 地域生活者の利便性の向上 

・ コミュニティ性の高い親しみやすさ 

・ 地域特性を活かした商店街づくり 

＜共通＞ 

・ 快適で、安全な買い物空間の整備 

・ 商品選択の多様性(品揃えの豊富さ) 

・ 冬期間の商業活動の活発化 

秋田市商業の課題 



(2) 秋田市商業の目指すべき方向性  

①秋田市商業のポジションの確認 
平成 16 年度商業統計調査によると、秋田市商業の県内シェアは、小売業では、店

舗数で 23.1％、年間商品販売額で 31.9％、卸売業では、店舗数で 44.0％、年間販売

額で 66.6％と、県内で最大のシェアを占めています。また、平成 13 年の事業所・企

業統計調査でのサービス業の県内シェアは、事業所数で 28.0％、従業者数で 35.2％

を占め、専門的なサービス業も集積し、県内最大の商業都市といえます。 

小売業を例にすると平成 16 年度消費購買動向調査での地元購買率は、最寄品

98.2％、買回品 97.2％と非常に高く、県内最高となっています。 

また、商圏範囲については、最寄品では、住民の 30％以上が秋田市で買い物をする

一次商圏が５地区（本市を含む。）、10％以上 30％未満が買い物をする二次商圏は７地

区、５％以上 10％未満が買い物をする影響圏は 14 地区、計 26 地区に及びます。買回

品では、一次商圏が 12 地区（本市を含む。）、二次商圏は 23 地区、影響圏 14 地区を

含めると、49 地区に及ぶ広域であり、秋田県内最大の商圏を有しています。 

現在、県内には秋田市と競合する規模の商業都市はありませんが、旧大曲市では、

旧中仙町に大型ＳＣが立地した影響で、同町からの買い物客の流入が 45.5％(H10 年)

から 24.2％(H13 年)に激減したように、隣接する市町に大型ＳＣなどができた場合に

は、秋田市においても同様の影響が懸念されます。 

 

図 2-1-10 拠点地区の最寄品商圏 

 
出典：消費購買動向調査事業運営協議会「平成 16 年度消費購買動向調査報告書」 
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図 2-1-11 拠点地区の買回品商圏 

 
出典：消費購買動向調査事業運営協議会「平成 16 年度消費購買動向調査報告書」 

②基本方針 
秋田市で日々生活する市民はもちろん、買い物、通勤通学、ビジネス、観光、レジ

ャーなど色々な目的で訪れる来訪者や秋田市の事業者と取引を行う者は、すべて秋田

市商業の大切な顧客であり、秋田市商業に対して、多種多様なニーズを持っています。 
秋田市の商業は、様々な業種・業態の個店、歴史とともに形成された商店街や新た

な商業施設など、多様な商業集積が形成されています。これらの多様な業種・業態店

や商業集積が、個々の顧客ニーズにそれぞれ対応することで顧客満足度を高めており、

このことが、秋田市商業の魅力であるとともに、競争力の源泉ともなっています。 
人口減少に伴うマーケットの縮小が進む中で、秋田市商業は、地域内の限定的な都

市間競争だけでなく、市外、県外、全国といったボーダーレス化が進んだ競争環境に

もあり、競争環境は厳しさを増し続け、顧客の支持を失った商業者は自然淘汰されて

いきます。このため、秋田市商業が今後も顧客の支持を受け続けられるためには、秋

田市商業が全体として魅力的であり続ける必要があることから、基本方針を次のとお

りとします。 
 
 
 
 
 

秋田市商業は、顧客ニーズの変化に対応した柔軟性や機動性を併せ持ち、いつの時

代になっても、新たな商品やサービスなどの発見や驚きがあり、また、地域生活者に

とっては心の暖かみが感じられる、魅力的な商業都市を目指します。 
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③基本コンセプトの確立 

1) 顧客層(ターゲット)の明確化 
秋田市商業が対象としている顧客層を、明確化していきます。 
第１に秋田市の居住者で、最寄品、買回品の購入や、サービスの提供など幅広い消

費活動を行い、秋田市商業にとって主要な顧客である地元消費者、第２に秋田市以外

の居住者で、多少遠く、時間をかけても、商業集積の高い秋田市で消費活動を行う消

費者、第３に日本各地あるいは海外から観光やビジネスなどを目的として一時滞在す

る消費者、秋田市の商業者と取引をする商業者や消費者、の３つの類型に分けられま

す。 
ただし、区分されたこれらの顧客類型は、固定されて不変的なものではなく、個人

の生活シーンでの様々な場面で、他の類型に移り変わっています。 
 

図 2-1-12 顧客類型 
顧客の類型 主なニーズ 

①地元(市内)消費者 ・ 豊富な品揃えや買い物の便利さ 

・ 商品等の安全性や店の安心感 

・ 親しみやすさなどのコミュニティ性 

・ 交通など安全な買い物空間 

②広域(市外)消費者 ・ 大都市なみの流行品や充実した品揃え 

・ 娯楽、レジャーなどの楽しみや新たな発見 

・ 洗練された都会的な顧客サービス 

・ ハイグレードで快適な買物空間 

③観光やビジネスなどの一時滞在

消費者（商取引を行う商業者や消費

者） 

・ 秋田らしい特産物・土産物、郷土料理 

・ 秋田での新たな体験や発見 

・ 郷土色豊かな接客、もてなしの心 

・ 自然の豊かさやゆったりした時間空間 

（・特色ある商品・サービス、クイックレスポンス、安心感） 
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2) 基本コンセプト 
顧客のあらゆるライフシーンに対応するためには、消費者にとって、利便性、選

択性、安全性、快適性、コミュニティ性、娯楽性などの多様な商業機能への評価が

高く、秋田市商業が消費者から支持され続けることが必要です。これまで以上に、

個店の魅力向上や、多種多様な商業集積の機能強化などに努め、その魅力と競争力

を高めていく必要があります。そのため、顧客満足度を高める商業者の絶え間のな

い自己変革(チャレンジ)を基本として、秋田市商業が総合力を発揮し、進化し続ける
ことが重要であるといえます。 
図 2-1-13 基本コンセプト 

 

 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消費者ニーズ 
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図 2-1-14 個店が担う役割イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

図 2-1-15 商業集積が担う役割イメージ 
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(3) それぞれの役割と機能 

 
図 2-1-16 商業関係者が果たすべき役割 
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・ 健全な

・ 消費者

・ 信頼と支持 
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す。経済活動の主体として、経営者の自己責任で、事業活動を行うことが原則であり、

消費者の支持を失った者は自然淘汰されていきます。 
そのため、商業者は、立地環境の変化に応じた店舗展開や、消費者ニーズの変化に対

応した新たな業態化に取り組むなど、基本的には、消費者や地域ニーズ(期待)などにど
う応え、顧客(地域社会)に支持され続けられるかどうかが、継続あるいは発展のキーワ
ードであり、商売を続ける以上は、経営者の不断の自助努力と自己変革が求められてい

ます。また、近年では、その経済活動については、コンプライアンス（法令遵守）やデ

ィスクロージャー(企業内容開示)、アカウンタビリティー(説明責任)なども強く求めら
れようになり、地域社会の一員として、環境や福祉、地域問題など地域貢献活動の担い

手としても期待されています。 
また、地域商業においては、商業者は、地域の住民であるとともに消費者でもあり、

高齢化などの社会環境の変化が進む中で、地域消費者ニーズに関しては自らの問題とし

て、積極的に対応する実現者としての役割も期待されています。 
商店街が商業集積としての機能を発揮するためには、その構成要素である個々の

店舗が魅力的であることが前提条件であり、商店街が競争力のある個店の集合体と

して生き残っていくためには、個店の魅力向上の「繁盛店づくり」や後継者の育成、

新規開業者などの新たな担い手への支援、個店単独では難しい共同事業の実施、集

客の核となっている大型店などとの連携、そして、他の商店街や商業施設にはない

地域の立地特性や地域のオリジナリティを活かし、商店街全体の魅力向上に取り組

むことが重要であるといえます。 

また、地域コミュニティ(町内会など様々な地域活動団体)と連携して、地域が必

要としているニーズに積極的に対応するなどし、商店街全体の「利便性」「コミュ

ニティ性」「選択性」などの機能強化を図り、消費者の支持を高めていく必要があ

ります。更には、商店街は、街路灯やアーケード、カラー舗装などの施設を整備し

ており、自らの顧客のための利便施設という面だけでなく、不特定多数が利用する

まちの一部としての公共的な面もあり、こうした準公共的な施設の「安全性」「快

適性」を向上させる取り組みも期待されています。 

 

 

②商業関係団体の役割 
商工会議所と商工会は、「商工業の総合的な改善発達を図り、併せて社会一般の福

祉の増進に資する」ことを目的とした法律に基づく認可団体であり、「地域の総合経済団

体」として、小規模事業者支援促進法に基づき、地域の小規模事業者を対象に、経営改

善普及事業を実施するなど公的な役割を期待されています。 

そのため、商工会議所や商工会は、高度情報化、技術革新など中小企業の経営環境

の変化に対応して、その経営基盤の強化を図るため、経営相談や融資制度、各種共済
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制度の普及促進を行い、また、後継者等の人材育成などを支援するとともに、従業員定

着や雇用安定を図り、勤労者福祉の面からの支援を行うばかりではなく、「社会一般の福

祉の増進」という公共的な立場から、利害関係者の調整役としても期待されています。 

また、市などの行政と連携・協力した事業の実施により、より効果的に商業振興を促進

することが期待されています。 

秋田市商店街連盟は、昭和 30 年に創立以来、商店街の相互連携や研修等を実施し、

各商店街の取り組みを推進してきました。平成 5 年には、共通商品券発行事業の検討委

員会を立ち上げ、平成６年に組合を発足し、発行事業を開始しました。現在では、あきた

共通商品券協同組合となり、ポイントカード事業も実施し、活動範囲も全県に及んでいま

す。このように商店街連盟は、個店・商店街の連携や共同化の母体としての役割を果たし

てきており、今後も時代のトレンドを把握して、消費者サイドの視点から利便性の向上など

の先進的な取り組みの推進役として、また、各商店街の健全な発展や競争力強化の先

導役となることが求められています。 

 
 
③消費者(市民)への期待 

個々の消費者が、どこで買い物をするかは、商品、品揃え、接客を含めたサービスな

どに価値があるかどうかが判断基準となっています。商業者が消費者ニーズに対して、

よりよい商品・サービスの提供を通じて、顧客満足度の向上や地域社会(コミュニテ

ィ)への貢献などの経営者の姿勢が評価された場合には、消費者は信頼や支持を与え

ることになります。消費活動の中心は、依然として居住地等の周辺であり、地域の商

業者に対して積極的に改善意見(クレーム)やニーズを言っていただくことが、商業者の
成長発展の糸口であると考えられます。また、地域の高齢者が増加する中で、地域商店

街がきっかけづくりを行い、消費者自らの意志から地域の様々な課題解決の取り組みに

かかわっていくことが期待されています。 
 
 
④行政の役割  
秋田市は、商業者の自己変革(チャレンジ)の取り組みを後方支援するため、商業関係

団体と連携して、消費者利益にもかなう健全な商業活動を促進し、秋田市商業の競争力

の強化を推進する立場にあります。そのため、このビジョンの上位計画である第 11 次秋田

市総合計画と整合のとれた商業振興施策を実施していきます。具体的には、地元消費者

ニーズに対応した商業活動の促進や、広域的な競争力の強化育成、特色ある商業集積

の形成促進などにより、秋田市商業の総合力の向上を進めていきます。 

参考として、将来都市像の「豊かで活力に満ちたまち」の関係施策を記載します。 
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図2-1-17 第11次秋田市総合計画の分野別将来都市像の主要施策(抜粋) 

「豊かで活力に満ちたまち」

１　商工業の振興

（1）企業立地、事業拡大の推進

① 企業誘致と市内企業の活性化

② 起業と新規事業展開への支援策の実施

③ 企業向け用地の開発・整備の推進

（２）市内企業の活性化の推進

① 企業の販路拡大の促進

② 地域ブランドの創出の促進

③ 企業の経営基盤強化への支援 

④ 地域の特色をいかした商店街づくりの促進

（３）雇用拡大の推進

① 雇用創出の促進

② 人材育成と求職者への支援

③ 働きやすい環境の整備

（４）貿易と物流の拡大

① 輸出入の均衡の取れた貿易振興策の実施

② 広域交通機能の向上とネットワーク化の促進

③ 卸売市場機能の充実

２　農林水産業の振興

(省略)

３　交流人口の拡大

（１）観光振興の推進

① 通年滞在型観光の確立の促進

② 観光資源の整備と有効活用策の実施

③ 広域的な観光振興の実施

④ コンベンション誘致の促進

⑤ 都市と農村間の交流の促進

（２）にぎわいの創出

① 中心市街地の活性化

② 地域のにぎわい拠点の充実  
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